
平成３１年１月

内閣府地方創生推進事務局

地方創生に向けたＳＤＧｓの推進について 資料13



ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）

○2015年9月の国連サミットで全会一致で採択。

○「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある
社会の実現のための２０３０年を年限とする１７の国際目標
（その下に，１６９のターゲット，２３２の指標が決められている）。

○特徴は，以下の５つ。

先進国を含め，全ての国が行動

人間の安全保障の理念を反映し、

「誰一人取り残さない」

全てのステークホルダーが役割を

経済・社会・環境に統合的に取り組む

定期的にフォローアップ

普遍性

包摂性

参画型

統合性

透明性
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ＳＤＧｓを巡る内外の動向

環境・社会・
ガバナンス（ＥＳＧ）

投資のリターン

相互に絡みあうグローバル課題

• 貧困
• 難民
• テロ

• ジェンダー
• 気候変動・自然災害
• 感染症・非感染症 等

格差の拡大と，
反グローバリズムの台頭

本業として
ＳＤＧｓの推進

（価値創造・創業）

国際社会における

主導力の獲得

（国連，Ｇ２０，Ｇ７等）

新興国・途上国
の成長に陰り

ＳＤＧｓを通じて
声をひとつに

主権国家以外の
アクターの
役割の拡大

地方の魅力・強
みを活かしつつ，

ＳＤＧｓを推進

不安定・不確実な国際社会において，

持続可能な未来を作るためには，「変革」が必要。

ＳＤＧｓは，絡みあう課題を同時かつ根本的に解決し，
持続可能な未来を示す羅針盤

（３つの特徴：①バック・キャスティング，②アウトサイド・イン，③共通言語）。

ＳＤＧｓ推進は，大きな成長と利益のチャンスももたらす。
（※世界経済フォーラムの推計によれば，

ＳＤＧｓ推進により，１２兆ドルの価値，３億８千万人の雇用が創出）

各アクターは，ＳＤＧｓに積極的に取り組むメリット，取り組まないリスクを考慮。

ＳＤＧｓで協力し，競争する時代に。

【各国政府】 【企業】 【投資家】 【地方自治体】 【市民社会】
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『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』のポイント

ＩＩＩ．ＳＤＧｓの担い手として
次世代・女性のエンパワーメント

ＩＩ．ＳＤＧｓを原動力とした
地方創生，強靱かつ

環境に優しい魅力的なまちづくり

Ｉ．ＳＤＧｓと連動する
「Society 5.0」の推進

中小企業におけるＳＤＧｓの取組強化
 大企業や業界団体に加え，中小企業に

対してもＳＤＧｓの取組を強化。

 「SDGs経営／ESG投資研究会」の開催
等を通じて，『ＳＤＧｓ経営イニシアティブ』
を推進。ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タス

クフォース）の提言を踏まえ，企業の取組
を促進。

 『中小企業ビジネス支援事業』を通じた途
上国におけるＳＤＧｓビジネスの支援。

ＳＤＧｓを原動力とした地方創生
 ＳＤＧｓ未来都市の選定，地方創生ＳＤＧ

ｓ官民連携プラットフォーム等を推進。

 ２０２０年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会，２０２５年大阪・関西万博を
通じたＳＤＧｓの推進。

 ＩＣＴ等先端技術を活用した地域の活性化。

 スマート農林水産業の推進。

次世代・女性のエンパワーメント
 「次世代のＳＤＧｓ推進プラットフォーム」

を始動し，国内外における具体的な取組
を推進。

 ３月に同時開催するＷＡＷ！（国際女性
会議）とＷ２０（Ｇ２０エンゲージメント・グ
ループ会合）において女性活躍のための
方途について議論。

 日本は，豊かで活力のある「誰一人取り残さない」社会を実現するため，一人ひとりの保護と能力強化に焦点を当てた「人間の安
全保障」の理念に基づき，世界の「国づくり」と「人づくり」に貢献していく。

 『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』では，次の３本柱を中核とする日本の「ＳＤＧｓモデル」に基づき，『ＳＤＧｓ実施指針』における８つ
の優先分野に総力を挙げて取り組むため，２０１９年におけるより具体化・拡大された政府の取組を盛り込んだ。

 ２０１９年のＧ２０サミット，ＴＩＣＡＤ７，初のＳＤＧｓ首脳級会合等に向けて，①国際社会の優先課題，②日本の経験・強み，③国内
主要政策との連動を踏まえつつ，以下の分野において国内実施・国際協力の両面においてＳＤＧｓを推進。

日本のＳＤＧｓモデルを，東南アジア・アフリカを重点地域としつつ，国際社会に展開していく。

国際的な指標等に基づいて，これまでの取組をレビューし，２０１９年後半に『ＳＤＧｓ実施指針』を改訂。

展開と
フォローアップ 3

強靱かつ環境に優しい循環型社会の構築
 国内外における防災の主流化の推進。

 質の高いインフラを通じて連結性を強化。

 海洋プラスチックごみ対策を含む持続可
能な海洋環境の構築。

 地域循環共生圏づくりの推進。

 日本の技術・経験を活かした気候変動
対策への貢献。

 省エネ・再エネ等の推進。

科学技術イノベーション（ＳＴＩ）の推進
 統合イノベーション戦略推進会議下の

「STI for SDGsタスクフォース」で，『ロード
マップ』やそのための「基本指針」を策定。
「ＳＴＩ ｆｏｒ ＳＤＧｓプラットフォーム」の立ち
上げも準備。

 STIフォーラムやG20関連会合を通じ，国
際社会における議論を促進。

教育・保健分野における取組
 国内で，幼児教育から高等教育まであら

ゆる段階において「質の高い教育」を実
施。

 Ｇ２０関連会合やＴＩＣＡＤ７を通じ，日本
の経験を共有しつつ，国際教育協力や
ＵＨＣ（ユニバーサル・ヘルス・カバレッ
ジ）を推進。

公表まで対外秘『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』のポイント
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まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）全体像（抄）
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(1)地方公共団体に対する普及促進活動の展開

(2)地方公共団体によるSDGs達成のためのモデル事例の形成

※Sustainable Development Goalsの略。2015年９月の国連サミットで採択された2030年を期限とする先進国を含む国際社会全体の17の開発目標。全ての関係
者（先進国、途上国、民間企業、NGO、有識者等）の役割を重視し、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指して、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に統合
的に取り組むもの。また、「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」（平成28年12月22日第２回持続可能な開発目標（SDGs）推進本部決定）において、政府全体
及び関係府省庁における各種計画や戦略、方針の策定や改訂に当たっては、SDGsを主流化することとされている。

◆まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版） （平成30年12月21日閣議決定） ※抜粋

地方公共団体における持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた取組の推進
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○ 引き続き地方公共団体によるSDGsの達成に向けた取組を公募し、都市・地域を選定
○ 経済・社会・環境の三側面における新しい価値を通して持続可能な開発を実現する

先導的なモデル事業を選定し、資金的支援
〇 SDGｓの取組事例集の作成や、SDGｓの達成状況を図る際に参考となる指標の提示

(3)「地方創生SDGｓ官民連携プラットフォーム」を通じた民間参画の促進
ＳＤＧｓ未来都市

自治体ＳＤＧｓ推進
関係省庁タスクフォース

地方創生ＳＤＧｓ官民
連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り

支援

2030年

取組推進

○ SDGsに関わる主体の知の交流の場として国際的なフォーラムの開催
○ 地方創生に向けた日本の「SDGｓモデル」を国内外に発信

○ マッチング支援や先駆的プロジェクト創出に向けた分科会設置、普及促進活動等の
実施

○ ビジネス連携促進のための調査

2020年 KPI（成果目標）
都道府県及び市区町村に
おけるSDGsの達成に向けた
取組割合：30 ％
（2018年11月時点の取組割合（約５％））

○地方創生の一層の推進に当たっては、持続可能な開発目標（SDGs※）の主流化を図り、SDGs達成に向けた観点を
取り入れ、経済、社会及び環境の統合的向上などの要素を最大限反映する。

○全国の地方公共団体等による地域における自律的好循環、持続可能なまちづくりを目指した取組を推進することで、
政策推進の全体最適化、地域課題解決の加速化等の相乗効果を創出し、地方創生の更なる実現につなげていく。

〇これらの取組の推進に当たっては、女性をはじめ、高齢者・障害者等を含めたあらゆる人々の活躍の推進といった
観点も踏まえることが期待される。

◎国は、第１期「総合戦略」の総仕上げに取り組むとともに、Society5.0の実現やSDGs達成に向けた取組をはじめとする
現在と将来の社会的変化を見据え、地方創生の新たな展開としての飛躍に向け、次期の総合戦略策定の準備を開始
する。



○SDGsの理念に沿った統合的取組により、経済・社会・
環境の三側面における新しい価値創出を通して持続可
能な開発を実現するポテンシャルが高い先導的な取組
を支援します。

○加えて、地方創生に資する自治体によるSDGsの達成に
向けた取組を、フォーラムの開催や取組事例の調査等
を通じて普及展開を図り、広く国内外に浸透させると
ともに、地域別説明会などSDGsに取組む自治体に対し
ても支援するほか、官民連携の取組を強化します。

○また、環境未来都市・環境モデル都市の取組支援と普
及促進活動により「環境未来都市」構想を推進します。

○自治体における持続可能な開発目標（SDGs）の達成に
向けた取組は、地方創生の実現に資するものであり、
その取組を推進することが重要です。

○このため、自治体によるSDGsの達成に向けた取組を公
募し、優れた取組を提案する都市・地域を選定すると
ともに、特に先導的な取組については、モデル事業と
して選定し、資金的に支援をします。

○そうした成功事例の調査や普及展開等を行うことで、
SDGsの取組を国内へ広く浸透させ、地方創生の深化に
つなげます。

○平成30年12月21日に閣議決定された「まち・ひと・し
ごと総合戦略(2018改訂版)」において、「今後、更に
地方創生を深化させていくために、中長期を見通した
持続可能なまちづくりに取り組むことが重要であるか
ら、平成42年を期限とする持続可能な開発目標
（SDGs）の達成ための取組を推進し、SDGsの主流化を
図り、経済、社会、環境の統合的向上等の要素を最大
限反映する。」とされています。

○また、環境未来都市・環境モデル都市の取組支援と普
及促進活動により「環境未来都市」構想を推進します。

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

自治体によるSDGsの達成に向けたモデル的な先進事例
の創出と普及展開活動を通じ、SDGsを自治体業務に広
く浸透させるとともに、「環境未来都市」構想の推進
を通じ、地方創生の深化につなげます。

期待される効果

委託費 民間
事業者
等

資金の流れ
定率補助（1/2）
（０.１億円/件）

国
都道府県・
市区町村※

※公募により選定された
「自治体SDGsモデル事業」

定額補助
（０.２億円/件）

国

地方創生に向けた自治体SDGs推進事業 ／「環境未来都市」構想推進事業（内閣府地方創生推進室）

３１年度予算概算決定額 ５．４億円（３０年度予算額 ５.３億円）

次年度予算概算決定額
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平成31年度ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業について

中長期を見通した持続可能なまちづくりのため、地方創生に資する、地方自治体による持続可能な
開発目標（SDGｓ）の達成に向けた取組を推進していくことが重要。

地方創生分野における日本の「SDGｓモデル」の構築に向け、引き続き、自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた優れた

取組を提案する都市を「ＳＤＧｓ未来都市」として30程度選定。また、特に先導的な取組を「自治体ＳＤＧｓモデル
事業」として10事業程度選定する。

これらの取組を支援するとともに、成功事例の普及展開等を行い、地方創生の深化につなげていく。

概要

「ＳＤＧｓ未来都市」及び「自治体ＳＤＧｓモデル事業」における取組

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り

2030年

①自治体のＳＤＧｓ推進の
ための取組

②ＳＤＧｓ達成に向けた
事業の実施

ＳＤＧｓ未来都市（30）

選定都市の成功事例を
国内外へ情報発信

・イベントの開催
・幅広い世代向けの

普及啓発事業 等

成功事例の普及展開

自治体ＳＤＧｓ推進関係省庁タスクフォースによる
省庁横断的な支援

○選定都市の事業計画策定への支援
○各省庁支援施策の積極的な活用等
○各省庁支援施策を選定都市に集中投入
○取組状況フォローアップの評価基準作りへの参画

計画
策定

事業
実施

①経済・社会・環境の三側面の統合的
取組による相乗効果の創出

②多様なステークホルダーとの連携

③自律的好循環の構築

自治体ＳＤＧｓモデル事業
（１０）

上限３千万円／都市
定額補助 上限２千万円

定率補助（1/2）上限１千万円
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自治体ＳＤＧｓモデル事業について

8

ＳＤＧｓの理念に沿った統合的取組により、経済・社会・環境の三側面における新しい価値創出を通して
持続可能な開発を実現するポテンシャルが高い先導的な取組であって、多様なステークホルダーとの連
携を通し、地域における自律的好循環が見込める事業を指す。

モデル事業とは

●取組①
●取組②
●・・・

●取組①
●取組②
●・・・

提案都市の課題…○○○

提案都市の課題…○○○

経済

環境

社会

自治体ＳＤＧｓ推進事業費補助金
三側面をつなぐ統合的取組

●取組①
●取組②
●・・・

提案都市の課題…○○○

社会面の
相乗効果①

経済面の
相乗効果①

経済成長と雇用、
インフラ、産業化、
イノベーション 等

保健、教育 等

ｴﾈﾙｷﾞｰ、
気候変動 等

環境面の
相乗効果①

環境面の
相乗効果②

社会面の
相乗効果②

経済面の
相乗効果②

ＳＤＧｓのゴールについては、提案都市の課題に応じて選択

＜事業イメージ＞



資金的支援について
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○モデル事業は10件程度を選定し、１件あたりの補助額は3,000万円とする。
○「SDGs未来都市」に選定された都道府県及び市区町村においては、地方創生推進交付金についても、
申請事業数の上限の枠外（追加１事業まで）とすることを予定。

資金的支援について

内訳 単位：万円 備考

機械装置調達
システム開発導入
人材育成 等

1,000
定率補助

（1/2）

全体マネジメント
計画策定
普及啓発 等

2,000 定額補助

小 計／件 3,000

合 計（計１０件） ３億円

資金の流れ

定額補助
（０.２億円/件）

国

地方公共団体
（都道府県・市区町村）

定率補助（1/2）
（０.１億円/件）

自治体ＳＤＧｓ推進事業費補助金



提
案
受
付

選
定

（
選
定
案
の
各
省
報
告
・
確
認
）

事務局による整理

外形基準による足切あり

自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会

＜ヒアリング
対象の選定＞

・各委員による
書面評価

・検討会による
総合評価

＜ヒアリング＞

・各自治体の
プレゼン
及び
質疑応答

＜選定推薦案
の作成＞

・各委員の採
点に基づく
評価

・検討会による
総合評価

（
要
件
を
満
た
せ
ば
）

各
省
の
意
見
照
会

（意見を提出）
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事務局整理に関する意見

選定プロセスの詳細

（意見を提出）



３．ＳＤＧｓの取組計画の実装と目標設定の視点
3.1 ＳＤＧｓの取組計画の実装の評価
3.2 優先的目標とＫＰＩの設定の評価
3.3 統合的取組の評価

４．具体的な事業推進の視点
4.1 自律的好循環と地域活性化の達成の評価
4.2 市民が動き社会が動く仕組みの評価
4.3 ＰＰＰ（官民連携）のしくみづくりの評価
4.4 資金メカニズムの整備の評価

５．フォローアップ実施の視点
5.1 ＰＤＣＡの確実な実施の評価
5.2 情報発信・普及啓発の評価

評価に際しては、実質的に効果の上がりそうな企画、取組を高く評価するという評価サイド
の姿勢を明確にし、これを自治体サイドにも認知してもらうことが重要である。主要な視点とし
て、以下のような事例が指摘される。
・ SDGsの取組が地方創生や地域活性化に、実質的に貢献する企画となっているか
・ 自身の過去、現在を踏まえて未来を見据えた、独自性の高い内容を提案しているか
・ 地域事業の企画は、採算性、資金メカニズム、民間との連携等の面で合理的か 等
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（参考）「自治体によるＳＤＧｓの取組の評価の視点」

◆評価における基本的姿勢

１．ＳＤＧｓの理解度の視点
1.1 ＳＤＧｓの趣旨、理念の理解の評価
1.2 ゴール、ターゲット、指標（インディケーター）の

理解の評価
1.3 ＳＤＧｓに取り組むことの意義、必要性、メリット

の理解度の評価
1.4 経済、社会、環境に関する課題の統合的取組の重要

性の理解度の評価

２．取組体制の整備の視点
2.1 首長のリーダーシップとガバナンス体制の評価
2.2 分野横断的な組織の設置の評価
2.3 多様な意見を取り込むことのできる参画性の確保の

評価
2.4 プロジェクトマネジメント体制の整備の評価
2.5 パートナーシップの推進の評価

◆第10回自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会（平成30年12月11日）資料
（http://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/kaigi/dai10/sdgs_hyoka10_shiryo3-2.pdf）

◆評価の視点



内閣府では、我が国におけるSDGs の国内実施の促進及びそれに資する「環境未来都市」構想を推進し、より一層の地
方創生につなげることを目的に、地方自治体・地域経済に新たな付加価値を生み出す企業・専門性をもったNGO・NPO・
大学・研究機関など、広範なステークホルダー間とのパートナーシップを深める官民連携の場として、平成30年８月31日
に地方創生SDGs官民連携プラットフォームを設置した。

○会員数：537団体（平成30年11月30日時点） ※内訳は以下のとおり
一号会員（都道府県及び市区町村）：227団体 二号会員（関係府省庁）：12団体 三号会員（民間団体等）：298団体

○役員
会 長：北橋 健治 北九州市長
副会長：三宅 占二 一般社団法人日本経済団体連合会 企業行動・ＣＳＲ委員長
幹 事：村上 周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構 理事長
幹 事：蟹江 憲史 慶應義塾大学SFC研究所xSDG・ラボ 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 教授

会員提案による分科会設置
課題解決に向けたプロジェクトの
創出等

2. 分科会開催

国際フォーラムの開催、展⽰会への出
展、ＨＰやメーリングリストでの情報発
信、プラットフォーム後援名義発出等

3. 普及促進活動
研究会での情報交換、
課題解決コミュニティの形成

1. マッチング⽀援

民間
団体等

自治体

イノベーション
加速

パートナーシップ
促進

共通言語

官⺠連携による先駆的取組
（プロジェクト）の創出

SDGsの達成と持続可能なまちづくり
（経済・社会・環境）による地⽅創⽣の実現

地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォームについて

12



提案者名 テーマ SDGs 17ゴール

01 こもれびシティプロジェクト 都市温暖化対策と「住むだけでQOLが⾼まるような都
市づくり」の実現に向けた産官学連携調査・検証

02 NPO法⼈ユニグラウンド 資源360°

03 (株)モノファクトリー モノのトレーサビリティと、循環を前提とした社会基盤(プ
ラットフォーム)の構築

04 バリュードライバーズ株式会社 ⾷料廃棄の半減を⽬標として多様なアプローチを⾒出す。

05 PwCコンサルティング合同会社 先導的デジタル技術・まちづくり開発⼿法による地域創
⽣分科会

06 国際航業株式会社、
ESRIジャパン株式会社

⽇本版SDGsの指標ならびにGISを活⽤した可視化検
討

07 株式会社ビジネスコンサルタント SDGs学習におけるツール開発と学びのコミュニティづくり

08 凸版印刷株式会社 ⾃治体SDGs推進におけるニーズの可視化、情報発信
の在り⽅について

09 株式会社博報堂九州⽀社 SDGsの九州における社会実装化を「デザイン開発」に
よって⽬指す

10 モバイルソリューション株式会社 地⽅創⽣の為の地域エネルギービジネスの創出

11 神奈川県 SDGs社会的投資促進分科会

12 ⻄武信⽤⾦庫 SDGs普及促進のための地域⾦融機関の役割を考え
具体な取組みの発展と創出を⽬指す

13 内閣府 企業版ふるさと納税を活⽤したSDGsの推進について

13

分科会一覧（2018年11月時点）



(参考) SDGs全国フォーラム2019
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、○ SDGs未来都市及び⾃治体SDGsモデル事業の両⽅に選定された神奈川県は、
同時に選定された横浜市、鎌倉市と連携し、さらにSDGs未来都市とも協働し
て「『⾃治体主導のSDGsの取組』を全国に発信する」ことを⽬的に開催。
○ SDGs先進⾃治体が⼀体となって、このフォーラムを通じて、オールジャ
パンでSDGsに取り組む機運を盛り上げていく。
〇 本フォーラムは地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォームの分科会活動の
⼀環として開催し開催地は巡回していく。

⽬

的

１ ⽇時
平成31年１⽉30⽇（⽔）
10時00分〜17時30分

２ 場所
パシフィコ横浜 会議センター503

３ 主催等
主催︓神奈川県
共催︓横浜市、鎌倉市
後援︓内閣府、地⽅創⽣SDGs官⺠

連携プラットフォームほか
（調整中）

４ 参加者
SDGsに取り組む全国の⾃治体、企
業、ＮＰＯ、⼤学（定員500名）

５ プログラム（案）
主催者あいさつ
来賓あいさつ
第⼀部 「SDGs⽇本モデル」宣⾔採択
第⼆部 ⾃治体発のSDGsの取組

（国、SDGs未来都市）
第三部 ⽇本から世界を変⾰する“⺠”

の⼒（⺠間企業、団体）
第四部 次世代を担う若者たちの

SDGs（⼤学、⾼校）
問合せ先 神奈川県政策局総合政策課連携推進

グループ 045（285）0908


